
主要施策名：（１）農林業の振興

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

311-1 天水農村女性研修センター事業 農林水産政策課

311-2 郷○市運営事業 農林水産政策課

311-3 農業振興・支援事業 農林水産政策課

311-4 農業生産向上対策事業 農林水産政策課

311-5 生産総合（強い農業づくり交付金）事業 農林水産政策課

313-1 地域農業経営安定推進事業 農林水産政策課

313-2 農地中間管理事業 農林水産政策課

311-6 環境保全型農業支援事業 農林水産政策課

311-7 産地パワーアップ事業 農林水産政策課

311-8 攻めの園芸生産対策事業 農林水産政策課

311-9 農業振興地域整備事業 農林水産政策課

311-10 畜産振興事業 農林水産政策課

（２）農業基盤整備の
推進

312-1 自給飼料増産総合対策推進事業 農林水産政策課

（３）農業経営者の育
成と受け皿づくり

313-3 担い手育成推進事業 農林水産政策課

（２）農業基盤整備の
推進

312-2 耕作放棄地等対策及び活用事業 農林水産政策課

313-4 経営体育成支援交付金事業 農林水産政策課

313-5 被災者農業者向け経営体育成支援事業 農林水産政策課

311-11 水田産地化総合推進事業 農林水産政策課

311-12 経営所得安定対策推進事業（直接支払推進事業） 農林水産政策課

311-13 鍋松原海岸施設管理・運営事業 農林水産政策課

314-1 林業振興事業 農林水産政策課

314-2 林道事業 農林水産政策課

（１）農産物の振興 311-14 鳥獣被害対策事業 農林水産政策課

事務事業本数：37

（１）農産物の振興

（３）農業経営者の育
成と受け皿づくり

（１）農産物の振興

（３）農業経営者の育
成と受け皿づくり

（１）農産物の振興

（４）森林の多面的活
用と整備

③賑わいと活力
ある産業づくり

（１）農林業の振
興
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基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

（４）森林の多面的活
用と整備

314-3 森林保全事業 農林水産政策課

312-3 土地改良事業 農地整備課

312-4 農業農村整備推進交付金特認事業 農地整備課

（１）農産物の振興 311-16 国営造成施設管理事業 農地整備課

312-11 土地改良施設適正化事業 農地整備課

312-12 海岸樋門等維持管理事業 農地整備課

312-13 多面的機能支払交付金事業 農地整備課

312-15 団体営農業農村整備事業 農地整備課

312-16 集落基盤整備事業 農地整備課

312-18 農業経営高度化支援事業 農地整備課

313-6 農業委員会運営業務
農業委員会事務

局

313-7 農業者年金事業
農業委員会事務

局

313-8 機構集積支援事業
農業委員会事務

局

313-9 農地中間管理事業
農業委員会事務

局

（２）農業基盤整備の
推進

③賑わいと活力
ある産業づくり

（１）農林業の振
興

（３）農業経営者の育
成と受け皿づくり

（２）農業基盤整備の
推進
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 2 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 天水農村女性研修センター事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 徳永和美

事務事業コード 311-1 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市天水農村女性研修センター条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農村女性の福祉及び資質向上と農村地域社会における女性の役割を醸成するために設置された施設の管理運営を
行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

施設利用者が施設を安全・安心に利用できるようにする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・機能廃止した天水農村女性研修センターの施設解体
・味噌加工機等の機器を安全に利用するための維持管理及び施設管
理
・天水農村女性研修センターの使用許可関係事務

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 天水農村女性研修センター維持管理業務

② 天水農村女性研修センター運営業務

③ 天水農村女性研修センター解体事業

0 0 0 14,800 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 951 1,378 291 16,768 0

一般財源 951 1,378 291 1,968

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.31 0.20 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 1,185

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

1,828 1,179 590

合　　　　　計 2,136 3,206 1,470 17,358

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

□ ■

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

天水農村女性研修セン
ター維持管理業務

施設の保守、修繕等を行う。 修繕箇所数 箇所 3 0 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

67 7 0

天水農村女性研修セン
ター解体事業

施設の解体を行う。 解体件数 件 *** *** 0 1

天水農村女性研修セン
ター運営業務

施設の使用申請に対して許可
する。

使用許可件数 件 58

17,358

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 3 12 0

H31年度予算

対象（ 施設利用者数 639 955 120 0

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 2,136 3,206 1,470

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 99.57% （↓） 27.40% （↓）

800 150 0

639 955 120
1 天水農村女性研修センター利用者数 利用者の延べ人数 人

800

2

＊成果未達成時の理由 当初、Ｈ30年度に施設解体を実施予定で６月中旬までの利用としており、利用者数が伸びなかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

Ｈ30年度解体事業の延期の要因となった行政財産処分手続きについては、7月19日に国から承認されたため、Ｈ31年度予算
で解体を実施することになった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

平成30年度に国との財産処分手続き、及び外壁のアスベスト調査が完了したため、平成３１年度に解体を実施する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
国との行政上の必要な手続きを終え、当初計画を１年先送りし、今年度内に解体の全てを終えることで
当該事務事業も休止・廃止となる。なお、解体後の跡地については、遊休地化させない有効な利活用
策を庁内関係部署と協議・調整等するなど適切に対処していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 2 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 郷○市運営事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 宮田正文

事務事業コード 311-2 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市農産物直売所郷〇市条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農産物等の地場産品の展示及び販売により、農家所得の向上や地域社会の活性化、更には女性農業者が活躍し輝
く場となる農産物直売所が整備された。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

来館者

意図
（どのような状態にしたいか）

農産物直売所において、生産者から仕入れたみかん等農産物の販売を通じ、全国有数の産地として本市農産物を広
く対外的にＰＲする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 平成17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
・施設や設備の修繕を適宜行う
・施設の維持管理及び運営業務を民間団体に委託する
・指定管理者制度の導入を踏まえた検討を行う

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 郷〇市施設管理・運営業務

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 390 111 1,583 0

一般財源 0 390 111 1,583

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.10 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 593

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

590 590 1,179

合　　　　　計 593 980 701 2,762

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

■

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

郷〇市施設管理・運営業
務

施設の保守、修繕等を行う。 修繕及び工事個所数 箇所 0 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

2,762

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 980 701 2,762

H31年度予算

対象（ 施設修繕箇所 0 1 1 1

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 593 980 701

25.38% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 139.80% （↑）

14,300 13,651 13,651

14,425 14,345 13,162
1 郷〇市販売収入額等

直売所協議会の売り上げ額、販売・宅
配手数料収入等

千円
13,437

2

＊成果未達成時の理由 直売所の売上はほぼ計画どおりだったが、みかんの花（食事処）の売上が低調だった影響もあり目標達成に至らなかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

業務委託のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

当施設は以前より、地元農産物直売所協議会と業務委託契約を締結してきたが、数年前から市直営か指定管理者の導入を
検討するため、委託契約先の代表者と協議を進めてきた。Ｈ30年度に総会や役員会で説明し、意見を聞きながら指定管理者
導入に理解を得て、R1年度に指定管理者選定を実施することとなった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

R1年度までは天水町農産物直売所協議会と業務委託により契約しているが、今年度は指定管理者選定を実施し、Ｒ２年度か
らは指定管理者制度導入により契約締結する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
今年度は指定管理者制度への移行準備の全てを終え、４月からの円滑かつ自主的な施設運営により
施設の本来の設置目的や機能が発揮できるよう、施設管理者として必要な助言・指導等の支援を継続
していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名） 郷〇市指定管理業務

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農業振興・支援事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 宮田　正文

事務事業コード 311-3 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 農業制度資金利子補給金交付要綱、農家経営安定緊急特別対策資金利子補給金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農業経営が出来なくなることで、耕作放棄地の増加や地域農業の衰退が懸念される。そのため営農を続けるために
結成されている協議会等の組織強化を図るなどの支援が必要である。また、果樹を取り巻く環境が激しさを増す中、
気象変動の影響を受けない高品質・安定生産技術の導入を加速し、競争力のある果樹産地づくりの強化を図る。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者・農業振興関係協議会、農協等

意図
（どのような状態にしたいか）

農家の育成や経営の安定化を図る。
温州みかんの連年安定生産・出荷を実証し、産地としての信頼度を高め、県内産地の生産供給力維持・強化を目的
とする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・農業者団体に対して品質向上、所得向上を目的に開催する研修等に
対し補助する。
・農業経営の安定化のため、制度資金の利子補給を行う。
・負担金を支出することによって、関係団体等の運営支援を行う。
・【温州みかん】検討会、現地調査等、全面シートマルチ栽培の実証、
早生・普通の浮皮防止の実証に対し補助する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 農業振興関係団体補助事業

② 各種利子補給事業

③ 農業振興関係団体負担金事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,087 7,813 5,780 7,278 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 13,676 13,698 11,223 12,116 0

一般財源 12,589 5,885 5,443 4,838

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.90 1.21 1.49 1.49

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 5,333

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

7,134 8,785 8,785

合　　　　　計 19,009 20,832 20,008 20,901

【1】

【2】

【3】

【4】
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【16】

【18】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

農業振興関係団体補助事
業

補助金を交付することにより事
業運営を補助する。

補助金交付団体数 団体 11 12 10 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

88 71 37

農業振興関係団体負担金
事業

事業運営のための負担金を支
出する。

負担金支出団体数 団体 11 10 10 10

各種利子補給事業
金融機関から借り入れた資金
の利子を補助する

補給農家の延べ戸数 戸 100

20,901

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,728 2,083 2,001 2,090

H31年度予算

対象（ 負担金支払団体数 11 10 10 10

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 19,009 20,832 20,008

95.73% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 82.95% （↓） 104.12% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 利子補給率

金融機関が請求した利子に対する支払
金額の割合

％
100

10,000 10,200 10,200

― 8,785 9,710
2 実施園温州みかん出荷量

実施園から農協に出荷した温州みかん
の集荷量

ｔ
―

＊成果未達成時の理由 収益の上がる品種へと改植を行っているが、まだ収穫に至っていないところがあるため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

農業者団体補助金については、たばこ耕作振興会を除きＨ30年度はＨ29年度の半分としたが、各団体の基盤が強化され補助
の必要性が無くなったため、Ｈ30年度で終了した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農業振興団体の1団体への補助と、農業振興に対する負担金及び利子補給支援については今後も継続していく。また、収益
の上がる品種へと改植を行った樹園地については、適正管理等を行い、収穫適期の収穫量の増加を図っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
これまで段階的に団体補助金は廃止してきたところだが、今後は必要最低限の支援は継続し実施する
こととする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農業生産向上対策事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 二瀬、德永、山川

事務事業コード 311-4 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 中山間地域等直接支払交付実施要領・玉名市農業機械等整備事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

高齢化による離農や担い手不足により耕作放棄地や休耕地が増加する中、地域の農業・農村を維持し発展させてい
くため地域農業者や担い手による集落営農の定着に向けた取組の支援が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者及び実行委員会等組織

意図
（どのような状態にしたいか）

地域農業の活性化を促進し、農業生産性の向上と農業経営の安定を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・認定農業者が整備する機械、施設に補助金交付
　スピードスプレイヤー、省力化防除機、静電噴口、自動開閉装置、防
油堤、トラクター、コンバイン、田植機、乗用管理機
・傾斜農用地に耕作する地域及び農地に補助金交付
　急傾斜地649,214㎡、緩傾斜地176,410㎡
・生活研究グル－プに補助金交付
・産業祭実行委員会に補助金交付
・土地利用型農業の再編計画に基づき、生産組織に補助金交付

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 中山間地域等直接支払制度補助事業

② 農業機械等整備費補助事業

③ 産業祭補助金事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 4,577 4,849 4,849 4,849 0

県支出金 9,502 4,196 7,812 3,104 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 33,087 32,281 31,156 30,097 0

一般財源 19,008 23,236 18,495 22,144

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.50 0.92 0.57 0.57

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 8,888

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

5,424 3,361 3,361

合　　　　　計 41,975 37,705 34,517 33,458

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

■

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

中山間地域等直接支払制
度補助事業

傾斜農用地に耕作する農家組織等に対し補助
金を交付し、農業経営を支援する。 補助金交付組織数 戸 5 5 5 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

32 29 32

産業祭補助金事業
実行委員会に補助金を交付し、地
域農業の活性化を図る。

補助金交付組織数 組織 1 1 1 1

農業機械等整備費補助事
業

認定農業者に補助金を交付し、農
業経営の安定を図る。

補助金交付農業者数 組織 32

33,458

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,312 1,178 1,190 1,046

H31年度予算

対象（ 機械等補助件数 32 32 29 32

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 41,975 37,705 34,517

113.84% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 111.32% （↑） 99.00% （↓）

32 32 32

38 32 29
1 農業機械又は施設の整備件数 機械又は設備整備件数 件

40

784,000 825,624 825,624

783,768 825,624 825,624
2 傾斜農用地耕作面積 組織が耕作した傾斜農用地面積 ㎡

734,000

＊成果未達成時の理由 営農者の経営状況もあり、設備投資を控えられたため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

農業機械等整備費事業は、農家のニーズを把握したうえで、補助対象機械を見直すとともに、予算残が生じた時はその相当
額を、翌年度予算に上乗せする方向で予算要求に取り組んだ。また、産業祭の開催時期をずらし、11月に大俵祭りと合同にて
開催した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農業機械等整備費事業は、申請が予算額を下回ったため補助率は25％であり、申請に対しても全て対応できたが、予算及び
補助要件（共同購入や作業受委託）等を見直し、事業の充実を図っていく。産業祭については、引き続き大俵祭と合同にて開
催しながら、実行委員会組織の統合を検討していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
現行の農業機械等整備事業はスマート農業の普及促進を踏まえた見直しを加える。市産業祭は基幹
産業である農水産業を幅広く知らしめるため、更に魅力に満ち集客力が高い事業へと積極的に改善を
加えていく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名） 農業機械等整備費補助事業

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 生産総合（強い農業づくり交付金）事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 荒木　美貴

事務事業コード 311-5 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 強い農業づくり交付金実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

消費・流通構造の変化に伴う外食産業・流通業界のニーズに、国産農畜産物が対応しきれなくなったことによる輸入
農畜産物の急速な代替や農業従事者の減少・高齢化、農業所得の減少、耕作放棄地の増加及び更なる流通効率化
の必要性等の様々な問題が顕在化しているため、国産農畜産物の安定的供給体制の構築を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

生産出荷団体、農協等

意図
（どのような状態にしたいか）

農畜産物の高品質・高付加価値化、低コスト化及び食品流通の合理化等、地域における生産から流通・消費までの
対策を総合的に推進し産地競争力の強化と食品流通の合理化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

農産物の品質低下や収量減少等に対応するため、産地がそれぞれに
抱える課題を踏まえて、課題解決に向けて実施する国産農畜産物の高
付加価値化やブランド化、国産農畜産物の生産体制や供給体制の強
化、農業生産における省力・低コスト化、収量増加や品質向上に向け
た優良品種の導入等の取組に必要となる共同利用施設の整備等に対
して補助金を交付する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 生産総合（強い農業づくり交付金）事業

② 生産総合（強い農業づくり交付金）事業（29繰）

③ 生産総合（強い農業づくり交付金）事業（30繰）

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 789,302 1,116,352 1,135,555 379,880 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 792,051 1,116,352 1,135,555 379,880 0

一般財源 2,749 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.90 0.80 0.93 0.93

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 5,333

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

4,717 5,483 5,483

合　　　　　計 797,384 1,121,069 1,141,038 385,363

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

生産総合（強い農業づくり
交付金）事業

国産農畜産物の生産体制や供
給体制の強化を図る。

補助金交付組織数 組織 9 9 7 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

－ 5 －

生産総合（強い農業づくり交付
金）事業（30繰）

国産農畜産物の生産体制や供
給体制の強化を図る。

補助金交付組織数 組織 － － － 1

生産総合（強い農業づくり交付
金）事業（29繰）

国産農畜産物の生産体制や供
給体制の強化を図る。

補助金交付組織数 組織 ―

385,363

対象１単位あたりのコスト（千円） 79,738 186,845 103,731 96,341

H31年度予算

対象（ 事業主体組織数 10 6 11 4

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 797,384 1,121,069 1,141,038

107.67% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 42.68% （↓） 180.12% （↑）

48 49 12

56 31 48
1 導入施設等件数 事業において導入した施設等件数 件

40

2

＊成果未達成時の理由 計画変更に伴う導入施設棟数の減少があった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

生産基盤の整備を通じた担い手の育成・確保等の取組のために、市ＨＰでの周知はできなかったものの、農協等各種関係団
体へのメールによる周知を適宜行い、周知体制の強化を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

生産基盤の整備を通じた担い手の育成・確保等の取組のために継続的に実施していく必要はあるが、本年事業において、補
助残金の融資状況が悪い案件があったため、今後はそのような自体を防止するために事業実施主体の組合員一人ひとりの
経営状況等も確認した上で事業に取り組むように指導していく必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
産地の収益力強化・合理化をはじめ生産基盤の整備を通じた担い手の育成・確保等の取組の推進は
重要だが、将来にわたり健全な農業経営が持続できるよう営農計画等を十分に把握した適切な対応が
求められる。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 地域農業経営安定推進事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 田上　和浩

事務事業コード 313-1 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 戸別所得補償経営安定推進事業実施要綱、玉名市農業次世代人材投資事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農業従事者の減少や高齢化、耕作放棄地の増大など農業農村が脆弱化傾向にあるため、従来から進めている認定
農業者や集落営農組織等の育成・確保、農地の利用集積をさらに推進していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

地域の中心となる経営体、独立・自営就農する新規就農者

意図
（どのような状態にしたいか）

地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）の確保や、新規就農者の定着を支援することにより、農業の競争
力・体質強化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H24 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・青年（45歳未満）の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため新規
就農（独立・自営就農）を行う者に経営が不安定な就農直後（5年以内）
の所得を確保する給付金を給付する。年間150万円（夫婦の場合は225
万円）
・平成24年度に作成した玉名市人・農地プランに新たな新規就農者や
農地集積の協力者を追加し検討委員会を開催し見直しを行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 農業次世代人材投資事業（経営開始型）

② 人・農地プラン運用事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 61,520 43,938 42,911 54,864 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 61,520 43,991 43,030 55,436 0

一般財源 0 53 119 572

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.80 0.70 1.00 1.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 4,740

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

4,127 5,896 5,896

合　　　　　計 66,260 48,118 48,926 61,332

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

■

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

農業次世代人材投資事業
（経営開始型）

新規就農（独立・自営就農）を行う農業者へ投
資資金を交付する。 資金交付件数 件 40 34 33 37

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1 1 2人・農地プラン運用事業
検討委員会を開催しプランの
策定、見直しを行う。

検討委員会開催回数 回 0

61,332

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,657 1,415 1,483 1,658

H31年度予算

対象（ 交付対象者数（夫婦は2人を１でカウント） 40 34 33 37

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 66,260 48,118 48,926

89.44% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 117.05% （↑） 95.46% （↓）

10 7 7

5 7 7
1 新規就農人数 各年度の新規採択件数 人

17

100 100 100

100 98.25 98.41
2 新規就農継続率

新規就農状況報告中の者について、営
農継続している者の割合

％
―

＊成果未達成時の理由 新規就農率は累計で算定しておりＨ29年度に１件の離農があったため、Ｈ30年度も100％とはならなかった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

農業経営についての報告義務はあるが、本事業の性質上、金銭的負担を設定することはそぐわない。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

交付対象者への訪問については、今年度は通常の訪問に加えて、中間評価の試行のため19件の交付対象者を年に４回訪問
する必要があったため、非常勤職員１名の予算計上を行い公募により募集した。しかし、農業の専門知識を持った非常勤職員
が見つからないままであり、市職員で対応している。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

平成29年度の制度改正により、関係機関と連携して交付対象者を年4回訪問することが、新たな業務として加わった。新規就
農者の定着に効果が見込まれる一方で、対象者が年々増加していくため、人的体制の強化が必要であり、専門知識を持った
職員を採用する等の検討が必要となる。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
人・農地プランの実質化に向け、実質化３要件を満たす内容に順次見直すとともに、個別訪問は農業
に関する専門的知識・技術等を有する人材の確保を検討する必要がある。引き続き稼げる農業・魅力
ある農業づくりによって新規就農者の確保と就農の定着化に取り組む。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名） 農業次世代人材投資事業（経営開始型）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農地中間管理事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 本山　さおり

事務事業コード 313-2 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 農地中間管理事業の推進に関する法律、市機構集積協力金事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農業者の高齢化や後継者不足により、耕作放棄地の拡大が進んでおり、地域農業を支える担い手への農地の集積・
集約化が喫緊の課題となっている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農地、農業者

意図
（どのような状態にしたいか）

担い手への農地集積と集約化を進めることで、耕作放棄地を減少させるとともに、担い手の農業生産性を向上させ競
争力強化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H26 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

農地中間管理機構（県農業公社）が農地の受け皿となり、離農する農
業者等の農地を借り受け、農地集積や農地集約を行う担い手に貸しつ
ける。
農地を貸しつけた地域や個人に、農地の面積等に応じて、協力金を交
付し、担い手への農地集積・集約化を加速化させる。
市は農地中間管理機構から事務を受託し、相談窓口や事務手続き業
務を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 経営転換事業

② 耕作者集積事業

③ 地域集積事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 6,933 12,570 780 8,750 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 4,857 5,564 4,770 5,662 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 12,144 18,313 6,479 14,414 0

一般財源 354 179 929 2

人
件
費

職
員
の

職員人工数 3.20 2.50 1.90 1.90

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 18,960

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 2,693 4,018 3,974 4,071

14,740 11,202 11,202

合　　　　　計 31,104 33,053 17,681 25,616

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

経営転換事業
農地を機構に預けた所有者に
補助金を交付する。

補助金交付件数 件 2 6 1 10

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

0 1 10

地域集積事業
地域の集積対象農地を貸付けた場合、農地改
善事務組合へ補助金を交付する。 補助金交付件数 件 1 2 2 3

耕作者集積事業
2筆以上の隣接する農地を耕作者へ貸付けた
所有者に補助金を交付する。 補助金交付件数 件 0

25,616

対象１単位あたりのコスト（千円） 2 2 5 3

H31年度予算

対象（ 機構からの転貸面積 15760 15477 3928 9300

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 31,104 33,053 17,681

163.42% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 92.41% （↓） 47.44% （↓）

2,000 2,000 1,300

4,584 2,990 3440
1 機構からの転貸面積（個人）

個人から機構に貸し付けられた農地面
積

ａ
2,000

21,000 2,500 8,000

11,176 12,487 488
2 機構からの転貸面積（地域）

地域から機構に貸し付けられた農地面
積

ａ
12,500

＊成果未達成時の理由 法人化する地域がなかったため、地域の集積が伸びなかった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

本事業活用推進のため基盤契約の更新時期に意向調査を実施し、制度の周知を行うとともに個別訪問によるきめ細やかな
対応を行った。システムについては農地台帳と中間管理システム相互のデータ連携機能等が追加され、事務処理の改善が図
られた。また地図情報との連携可能なシステムの導入については、引き続き検討課題となっている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地域全体で将来の農地を守っていくために、地域での集積を促進する。そのために地図情報を活用することは必須であり、農
地台帳との連携を含め、管理システムの導入・体制についてシステム会社と協議を進めていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
農地システムの機能向上を図るための必要とされる改修を早期実施とともに、農業委員会等との連携
により農地バンクを介した農地の集積化・流動化を促進し、地域の担い手への農地集約を加速化させ
る必要がある。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 15

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 環境保全型農業支援事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 二瀬絹世

事務事業コード 311-6 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 環境保全型農業直接支払交付金実施要綱、要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 17 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

環境問題に対する関心が高まる中で、環境保全を重視した農業生産に転換していくとともに、農業分野においても地
球温暖化防止や生物多様性保全に積極的に貢献していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

環境保全効果の高い営農活動に取組む農家・団体

意図
（どのような状態にしたいか）

環境保全効果の高い営農活動に取組む農家の育成推進、経営の安定化を図る

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農業生産活動を
実施する農業者団体等に、取組面積に応じて補助金を交付する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 環境保全型農業直接支払事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 114 44 126 278 0

県支出金 57 22 63 140 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 229 88 252 558 0

一般財源 58 22 63 140

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.30 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 593

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

590 1,769 590

合　　　　　計 822 678 2,021 1,148

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

環境保全型農業直接支払
事業

環境保全型農業に取組む農家・団
体へ補助金を交付する。

交付農家数 戸 3 1 3 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1,148

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 6 6 2

H31年度予算

対象（ 取組面積 316 110 314 697

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 822 678 2,021

390.78% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 42.20% （↓） 95.76% （↓）

300 733 697

316 110 314
1 支援対象取組面積 環境保全型農業の取組面積 a

400

2

＊成果未達成時の理由 計画段階では取組面積を拡大する予定だったが、思うように事業進捗が図れなかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地球温要暖化防止や生物多様性保全に貢献している事業であり、取り組む農家の育成推進、経営の安定化に繋げるために
現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
化学肥料や化学合成農薬の低減に向けた取組と合わせて行う地球温暖化防止や生物多様性の保全
等に高い効果をもたらす農業生産活動が、将来にわたり持続可能となるよう、引き続き推進していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 16

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 産地パワーアップ事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 山田　真裕

事務事業コード 311-7 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 産地パワーアップ事業実施要綱・要領、県実施方針 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

国際的な流れとしてTPPの影響に対応するため、水田・畑作・野菜・果樹等の産地が創意工夫し、農業の国際競争力
の強化を緊急に実施する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

販売目的で生産する販売農家、農業法人

意図
（どのような状態にしたいか）

地域一丸となって収益力強化に取り組む産地に対して、「産地パワーアップ計画」の実現に必要な農業機械のリース
導入や施設の整備に係る経費等を支援することで、産地の強化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ28 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
TPP対策として事業化された補助事業である。地域一丸となって収益
力強化に取り組む産地に対して、「産地パワーアップ計画」の実現に必
要な農業機械のリース導入や施設の整備に係る経費等を支援する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 産地パワーアップ事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 19,675 99,901 21,874 17,879 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 19,675 99,901 21,874 17,879 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.90 0.80 0.60 0.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 5,333

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

4,717 3,538 3,538

合　　　　　計 25,008 104,618 25,412 21,417

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

産地パワーアップ事業
産地パワーアップに取り組む対象
者へ補助金を交付する

補助金交付件数 件 1 3 2 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

21,417

対象１単位あたりのコスト（千円） 25,008 20,924 12,706 21,417

H31年度予算

対象（ 　　取組主体者件数 1 5 2 1

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 25,008 104,618 25,412

59.33% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 119.52% （↑） 164.67% （↑）

2 2 1

1 5 2
1 取組主体者件数

産地のパワーアップに取り組む取組主
体者の件数

件
2

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

市への要望段階で､取組内容をヒアリングして目標値の具体性や取組内容を要望時点で整理してもらう事が出来た。今後も事
業主体が、無理のない計画設定が行えるように対応する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

当該事業は国の予算化が補正対応であるため、国で繰越された後に補助金が交付される。また、事業の特性により計画承認
に時間を要するため、年度当初に申請しても12月補正対応となり、3月末までの短期間で事業完了しなければならない状態が
続いてきた。そこで、事業計画の承認を実施前年に行い国の予算に沿った形にする為、事業要望の調査や事前ヒアリング時
期の前倒しを実施し、事業期間を十分に確保することで事務改善を図りながら、事業を継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき、意欲のある農業者等が高収益な作
物・栽培体系への転換を図る取組がより一層実現可能となる支援を継続していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 18

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 攻めの園芸生産対策事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 荒木　美貴

事務事業コード 311-8 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 攻めの園芸生産対策事業実施要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

県農業の主要品目である野菜・果樹・花きについて、気象災害の頻発や燃油・資材価格等の高騰をはじめとした厳し
い状況下で、産地が高品質の生産物を安定的に供給できるよう支援する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家及び農業者が組織する団体

意図
（どのような状態にしたいか）

生産力向上や省力化等が図られる施設及び設備等の導入を支援し、農業経営の安定化と園芸作物の振興を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 H28 年度～ R2 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

3戸以上の農家が組織する団体の機械・設備等導入に対する補助金交
付
・補助率1/3以内
・内容　自動開閉装置、二重カーテン施設、高設育苗システム、灌水施
設、循環扇、中カーテン自走施設、発電機、ハウス補強施設等

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 攻めの園芸生産対策事業 

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 29,205 20,047 7,063 0 49,252

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 29,205 20,047 7,063 0 49,252

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.70 0.41 0.41

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 0

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

4,127 2,417 2,417

合　　　　　計 29,205 24,174 9,480 2,417

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

攻めの園芸生産対策事業
農家組織に補助金を交付し、園芸農家の施設
整備を支援する。 補助金交付組織数 組織 10 10 7 7

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

2,417

対象１単位あたりのコスト（千円） 2,921 2,417 1,354 345

H31年度予算

対象（ 事業主体組織数 10 10 7 7

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 29,205 24,174 9,480

392.22% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 120.81% （↑） 178.50% （↑）

274 124 159

349 254 120
1 導入施設件件数 事業において導入した施設件数 件

349

384,408 57,719 93581

223,185 344,404 245058
2 園芸作物作付面積 組織構成員の園芸作物面積 ㎡

223,185

＊成果未達成時の理由 計画変更により、導入設備数が減少したため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

前年度と比較して各種関係団体へのメールによる周知に加え、市ＨＰでの公募を行ったことで広く周知することができ、更なる
施設整備の推進が図られた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

前年度は周知の範囲が限定的だったが、Ｈ30年度よりＨＰでの周知を開始し、以前と比較して広く周知ができたため、今後も
継続して周知に努め、必要な支援を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
県農業の成長を牽引する園芸主要品目の野菜、果樹、花き等の生産力向上や省力化等により、高品
質な生産物の安定供給及び農業経営の安定化を図るため、引き続き、生産者に対し事業を広く周知す
ることとし、必要な支援を継続する。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 4 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農業振興地域整備事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 田上　和浩

事務事業コード 311-9 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 農業振興地域の整備に関する法律・玉名市農業振興地域整備促進協議会の組織及び運営に関する規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

高度経済成長に伴うスプロール化（都市の郊外に無秩序、無計画に宅地が広がっていくこと）が農村に波及し、農業
的土地利用において農地の集団性が阻害され、効率的な営農が困難になっていた。そのため土地の有効利用という
観点から優良農地を保全するとともに、非農業的土地利用との調整を図ることが求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

優良農地

意図
（どのような状態にしたいか）

農業の振興を図ることが必要であると認められる地域を明らかにし優良農地を保全するとともに、その地域の整備を
計画的、集中的に行うことにより農業の健全な発展を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・農業振興地域整備計画の変更にあたり、農協、農業委員会等から意
見を聴取するため協議会を開催する。
・農業振興地域整備計画を策定し、将来にわたり農業に利用していくべ
き土地を「農用地区域」として定め、農業振興のための各種施策を実施
する。
・農用地区域の編入、除外、用途区分変更等に関する審査事務を行
う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 農業振興地域整備促進協議会事業

② 農業振興地域整備計画変更申請受付事務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 55 61 0 60 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 207 341 190 462 0

一般財源 152 280 190 402

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 0.50 0.60 0.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 3,555

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

2,948 3,538 3,538

合　　　　　計 3,762 3,289 3,728 4,000

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

■

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

農業振興地域整備促進協
議会事業

農用地区域の整備を計画的に行うため、農業
振興地域整備促進協議会を開催する。 協議会開催回数 回 2 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

10 7 10
農業振興地域整備計画変
更申請受付事務

農業振興地域整備計画に関する
変更を受付、審査する。

申請受付数 件 15

4,000

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,881 1,645 1,864 2,000

H31年度予算

対象（ 協議会開催数 2 2 2 2

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 3,762 3,289 3,728

93.20% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 114.38% （↑） 88.22% （↓）

11 7 10

11 7 7
1 協議会に諮った件数

変更申請を受付けた中で、協議会に
諮った件数

件
―

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

法定事務のため、改善事項なし。なお、令和２年度は農業振興地域全体見直しのため、基礎調査を実施予定。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
引き続き農業振興地域整備計画に基づき優良農地の保全及び確保に努めるとともに、基本５年周期で
行う全体見直しについては、今後一定規模以上の土地開発事業や土地改良事業等の予定・計画を十
分把握した上で実施していく必要がある。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名） 農業振興地域整備促進協議会事業

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 5 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 畜産振興事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 宮川　隼太

事務事業コード 311-10 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市家畜防疫対策事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

畜産農家の経営は、飼料や資材などの価格が高騰し、農業経営を圧迫している。伝染性の強いウイルスの場合な
ど、地域的に発症することが多く、畜産経営の安定を確保するため、予防接種による家畜の病気を未然に防ぐ必要が
ある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

畜産農家

意図
（どのような状態にしたいか）

畜産業の経営安定と振興を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ18 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・玉名市における畜産業の経営安定と畜産振興を図るため、農業者が
行う防疫対策に要する経費に対して補助を行う。
・熊本県城北地区家畜自衛防疫促進協議会を通して行う家畜の予防
接種に要する経費に対し、予算額の範囲内において25％以内の補助。
・城北地区家畜自衛防疫促進協議会に負担金を支出する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 家畜防疫対策事業

② 畜産振興関係団体負担金業務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 382 396 415 425 0

一般財源 382 396 415 425

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.50 0.49 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 2,963

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

2,889 2,358 2,358

合　　　　　計 3,345 3,285 2,773 2,783

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

家畜防疫対策事業
家畜の予防接種に要する経費に
対して補助金の交付を行う。

補助金交付農業者数 戸 13 13 13 13

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1 1 1
畜産振興関係団体負担金
業務

負担金を交付することにより、協議
会の円滑な運営を図る。

負担金支出件数 件 1

2,783

対象１単位あたりのコスト（千円） 257 253 213 214

H31年度予算

対象（ 防疫対策補助金交付農業者 13 13 13 13

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 3,345 3,285 2,773

99.64% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 101.83% （↑） 118.46% （↑）

50 55 55

53 55 55
1 予防接種達成率

予防接種を受けた畜産頭数/玉名市で飼育
している畜産頭数×100

％
20

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

畜産経営の安定に寄与するため、今後も予防接種の補助は継続すべきである。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
国内における豚コレラの発生、世界的に猛威を振るう口蹄疫やアフリカ豚コレラ等の家畜防疫対策の
強化・徹底は必至である。今後も城北地区家畜自衛防除促進協議会と連携し予防接種率の向上によ
り、引き続き畜産物の安定供給及び畜産経営の安定化を図る。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】
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【２１】
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【２３】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 5 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 自給飼料増産総合対策推進事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 宮川　隼太

事務事業コード 312-1 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 循環型耕畜連携体制強化事業（自給飼料増産総合対策推進事業）実施要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

畜産農家にとって飼料や資材などの価格の高騰は安定的な経営を左右する大きな懸念材料である。そのために欠か
せない飼料の自給生産だが、飼料の収穫、調製作業は畜産農家にとって過重負担となっており、その作業を請け負う
コントラクターを設立し畜産経営の省力化を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

畜産農家、３戸以上の営農集団

意図
（どのような状態にしたいか）

飼料の収穫・調整作業を請け負うコントラクターを設立することで、畜産経営の省力化が図られ、地域の飼料受給率
及び食料自給率の向上が期待される。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H29 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

コントラクター等の設立、運営に向けた会議の開催に要する経費、コン
トラクター等の体制整備に必要な情報収集に要する経費、オペレー
ター技術向上に向けた講習会、先進地事例研修会等に要する経費、コ
ントラクター等の作業効率化及び経営合理化に要する経費、農作業受
託を促進するため、コントラクター等のＰＲ資料作成等に要する経費の
１/２以内の補助

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① コントラクター等育成推進事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 456 876 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 456 876 0 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.01 0.25 0.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 0

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

59 1,474 1,474

合　　　　　計 0 515 2,350 1,474

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

コントラクター等育成推進
事業

コントラクター等の設立、運営に向けた経費の
１/２以内を補助する。 補助金交付組織数 組織 *** 1 1 　　ー

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1,474

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 515 2,350 0

H31年度予算

対象（ 事業実施主体数 0 1 1 0

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 0 515 2,350

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 21.91% （↓）

1 1 ***

*** 1 1
1 研修会等の開催数

コントラクター設立に向けた研修会等の
開催

回
***

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和元年度は要望が上がらなかったが、本市としては引き続き、要望が上がれば、本事業を活用し自給飼料生産の増産化や
畜産農家の省力化が図られるコントラクター等設立に向けた取り組みを推進していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
畜産農家の担い手の高齢化や後継者不足等から畜産生産者数は減少傾向にあり、今後もこの状態が
続けば畜産の生産基盤の弱体化も心配される。引き続き、酪農関係団体と連携しコントラクター育成に
よる稲ＷＣＳの自給飼料の生産の増産化や省力化を推進する。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 7 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 担い手育成推進事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 田上　和浩

事務事業コード 313-3 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 農業経営基盤強化促進法、玉名市農業担い手規模拡大事業助成実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

今後、農業者の減少と高齢化の進行が見込まれる中、効率的かつ安定的な農業経営が農業生産の相当部分を担う
望ましい農業構造の確立を図るために意欲と能力のある担い手の育成、確保に積極的に取り組む必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

認定農業者、集落営農組織

意図
（どのような状態にしたいか）

認定農業者及び集落営農組織を支援し担い手の育成確保を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・農地利用計画を定め、農業委員会の承認を受け公告し、農地の貸し借りを行う。
・認定農業者協議会への委託（後援会、パソコン教室）や事務局事務、新規・更新の認定農業
者の審査会等を開催する。
・農地を面的集積した認定農業者（借手）と地主（貸手）への助成金（借手1万/10a、貸手5千
/10a）を交付する。
・若手農業者で組織する団体へ助成金を交付し、後継者の育成を図る。
・法人設立に伴う費用支援（定額40万円）や組織化・法人化に向けた活動に対する支援、及び
設立間もない法人に対する、初期運営費用や新規作物導入に伴う費用支援を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 認定農業者支援業務

② 農業経営基盤強化促進事業

③ 担い手規模拡大事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 800 0 0 0

県支出金 3,021 2,902 2,957 2,857 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 16,838 17,664 13,342 16,349 0

一般財源 13,817 13,962 10,385 13,492

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.40 0.92 1.25 1.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 8,295

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 3,293 3,687 2,450 2,514

5,424 7,370 7,370

合　　　　　計 25,133 23,088 20,712 23,719

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

認定農業者支援業務
認定農業者の支援や審査会の開
催（新規、5年更新）

審査会開催回数 回 6 7 5 7

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

12 12 12

担い手規模拡大事業
農地の面的集積を行った認定農業
者と地主に対する補助

補助金交付件数 件 198 181 121 180

農業経営基盤強化促進事
業

農業委員会の承認を受け、公
告を行う。

公告回数 回 6

23,719

対象１単位あたりのコスト（千円） 24 22 20 24

H31年度予算

対象（ 認定農業者数 1040 1045 1024 1000

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 25,133 23,088 20,712

85.28% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 109.38% （↑） 109.23% （↑）

1,050 1,050 1,000

1,040 1,045 1,024
1 認定農業者数 年度末の認定農業者数 人

1,060

90 90 90

71 135 51
2 農用地集積面積 規模拡大事業による農地の集積面積 ha

90

＊成果未達成時の理由
農事組合法人設立や認定未更新者への意思確認により、認定農業者数が減少し、農地集積は農地中間管理事業による契約へ
の移行があったため、規模拡大事業による集積が減少した。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

認定農業者協議会活動業務については、単県補助（補助率2分の１以内）の交付額に対して、市の負担割合が少なくなるよう
に努めた。具体的にはＨ30年度のパソコン農業簿記委託料や各支部の総会通知用切手代については、認定農業者協議会で
支出を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も担い手の育成、確保のため引き続き事業を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
地域の担い手確保と育成は、本市の基幹産業である農業の今後にとって最も重要な取組である。後継
者不足による離農や高齢化、また農地の荒廃化を防ぐためにも、引き続き認定農業者への農地集積
の推進や生産組織の法人化等の支援を継続していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 7 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 耕作放棄地等対策及び活用事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 緒方　聡美

事務事業コード 312-2 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 耕作放棄地等緊急対策事業補助金交付規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農地は食料生産の基盤であるとともに自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面的機能を有するものである。近
年担い手の減少、農業所得の減少等により耕作放棄地が増加しており、その解消が喫緊の課題となっている。その
ため営農上や景観上配慮すべき耕作放棄地を積極的に解消していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家

意図
（どのような状態にしたいか）

解消費用の補助をし耕作放棄地の解消を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H20 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
・耕作放棄地の解消を促すため解消費用の一部を助成する。
・耕作放棄地解消者の国分・県分に上乗せで市分を（10,000円/10a）補
助する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 荒廃農地等利用促進交付金事業

② 耕作放棄地解消事業

③ 耕作放棄地解消対策事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 924 0 0

県支出金 0 0 0 990 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 37 40 1,000 1,056 0

一般財源 37 40 76 66

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 1,185

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

1,179 590 590

合　　　　　計 1,222 1,219 1,590 1,646

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

荒廃農地等利用促進交付
金事業

農用地の再生費用を国の補助
金として支出

補助金交付件数 件 *** 2 1 -

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

0 0 1

耕作放棄地解消対策事業
国、県事業で解消した分について
市が単独で追加補助

補助金交付件数 件 1 2 1 1

耕作放棄地解消事業
農用地外の再生費用を県の補
助金として支出

補助金交付件数 件 0

1,646

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,222 610 1,590 1,646

H31年度予算

対象（ 耕作放棄地解消事業件数 1 2 1 1

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 1,222 1,219 1,590

96.60% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 200.49% （↑） 38.33% （↓）

3.00 2.30 0.66

0.37 0.40 0.76
1 耕作放棄地解消面積 耕作放棄地を解消した面積 ha

3.00

2

＊成果未達成時の理由 事業の進捗により、再生に適した耕作放棄地が減少しており、耕作放棄地の解消はますます困難になっているため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

平成30年度は耕作放棄地解消事業が国の事業のみとなり、対象条件が厳しくなったが、当事業を活用した耕作放棄地解消を
図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

平成29年度までは国・県の事業により取り組むことができたが、平成30年度からは耕作放棄地解消事業が国の事業のみとな
り、対象条件が厳しくなったため、当該事業活用による解消件数が減少した。今後は、目標面積を下方修正することになるが、
引き続き農業委員会と連携して耕作放棄地の解消を図っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
農業委員会が実施する荒廃農地調査で再生可能な耕作放棄地となった遊休農地について、隣接農地
の耕作者又は地域農業の担い手等による農地への再生を図るため、引き続き補助事業の活用により
支援していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 7 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 経営体育成支援交付金事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 山川　祐樹

事務事業コード 313-4 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 経営体育成支援事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農業の持続的発展を確保しつつ食料の安定供給を図っていくためには、意欲ある経営体、新規就農者、集落営農組
織の多様な経営体を育成・確保していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

認定農業者、集落営農等

意図
（どのような状態にしたいか）

認定農業者等に農業用機械等の導入を支援することにより、担い手の育成を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H23 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

事業要望者を募り、調書等を作成。目標及び資金調達計画等について
は面接等を重ねて整備し、県へ申請。交付決定後に補助金を流し、3年
間実績報告を行う。事業採択については、全国でポイント順に並べ、予
算枠で打ち切られる。採択の有無に関わらず事業要望者を募り、市は
県に対し申請する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 経営体育成支援事業

② 経営体育成支援事業(担い手確保・経営強化支援事業)

③ 担い手確保・経営強化支援事業（29繰）

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 55,214 2,017 34,591 12,004 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 56,374 2,632 34,591 12,078 0

一般財源 1,160 615 0 74

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.50 0.51 0.65 0.65

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 8,888

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 530 615 0 0

3,007 3,832 3,832

合　　　　　計 65,262 5,639 38,423 15,910

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

経営体育成支援事業
補助金を交付することにより農業
用機械等の整備を支援する

要望者数 人 0 3 4 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

0 14 －

担い手確保・経営強化支援
事業（29繰）

経営体育成支援事業(担い手確保・経営
強化支援事業)

補助金を交付することにより農業
用機械等の整備を支援する

要望者数 人 10

15,910

対象１単位あたりのコスト（千円） 2,331 1,410 19,212 318

H31年度予算

対象（ 農業用機械又は機械の整備件数 28 4 2 50

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 65,262 5,639 38,423

6037.55% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 165.33% （↑） 7.34% （↓）

50 50 20

28 4 2
1 農業用機械又は施設の整備件数 農業用機械又は施設の整備件数 件

50

2

＊成果未達成時の理由
年々、国の採択基準が上がっており、申請者の多くが採択基準に満たなかった。また、申請しても通らないだろうという考えから申
請自体が少なくなっているため、実績が低くなっている。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

配分基準ポイント等の確認シートを作成し、受付事務の省力化に努めた。
適切な事業への振り分けができるように、申請受付を一本化する準備を進めている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

申請者の配分ポイントにより採択結果が左右されるため、市としての基準を設けて申請を行う必要がある。
ポイントの高い順に優先的に申請することとなるが、ある一定の基準を設けることで、申請の可否についての判断が容易とな
る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
ポイント制による事業採択のため、申請受付時の初期段階における可否の判断基準を設定するなど一
定のルールづくりが必要である。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 7 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 被災者農業者向け経営体育成支援事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 徳永　和美

事務事業コード 313-5 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 被災農業者向け経営体育成支援事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

平成２８年熊本地震による農業被害を受けた被災農業者等が自らの経営のために行う農産物の生産に係る施設の
撤去を緊急的に支援し、産地の維持及び早急な営農再開による農業経営の安定を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

熊本地震により農業用施設等が被災し、農業経営を継続しようとする農業者。

意図
（どのような状態にしたいか）

農業経営を維持しようとする者に被災施設の修繕及び再取得等の補助をすることにより農業者の育成を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 Ｈ28 年度～ Ｈ30 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
事業要望を募り、調書を作成。被災農業者へ被災施設の修繕及び再
取得等の補助金を交付する。
（助成率：再建・修繕　9/10以内　撤去10/10以内）

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 被災者農業者向け経営体育成支援事業（28事故繰越）

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 14,081 72,425 26,713 0 122,294

県支出金 6,214 30,402 11,176 0 60,321

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

60,586

小　　　　計 26,774 144,067 49,065 0 243,201

一般財源 6,479 41,240 11,176 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.18 1.18 0.90 0.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 6,992

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

6,957 5,306 0

合　　　　　計 33,766 151,024 54,371 0

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

□ ■

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

被災者農業者向け経営体育成支援事業
（28事故繰越）

補助金を交付することにより農業用施設及び
機械整備を支援する。 要望者数(事業数） 事業 39 70 19 －

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

0

対象１単位あたりのコスト（千円） 866 2,157 2,862 0

H31年度予算

対象（ 事業数 39 70 19 0

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 33,766 151,024 54,371

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 40.13% （↓） 75.39% （↓）

99 19 0

39 70 19
1 農業用施設及び機械等の整備件数 農業用施設及び機械等の整備件数 事業

138

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

年度内に竣工に向け進捗管理を行い全事業が竣工した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

事業終了。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
事故繰越で実施した当該事業だが、補助事業者に対し事業の進行管理を定期的に実施したことによ
り、全事業を最終年度において完了することができた。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 9 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 水田産地化総合推進事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 山田　真裕

事務事業コード 311-11 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 水田産地化総合推進事業実施要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

産地・生産者自らが、需給動向や実需者ニーズに応える産地戦略を確立し、主食用米の需要に応じた生産に取り組
むと共に水田のフル活用を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

米の作付目安を配布する農業協同組合と支援する市町村

意図
（どのような状態にしたいか）

円滑に事業推進することにより、主食用米の需要に応じた計画的生産を行い、市のビジョンに沿った水田のフル活用
が行われるようにする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H30 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
・主食用米の自主的生産調整を推進する2農協へ補助金を交付。
・産地戦略における土地利用計画や地域振興施策との調整。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 水田産地化総合推進事業

② 作付要望調査

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 1,432 1,432 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 0 1,432 1,432 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 0

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0 1,179 1,179

合　　　　　計 0 0 2,611 2,611

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

水田産地化総合推進事業
農協に補助金を交付し､米作付の把握と水田フ
ル活用の推進する。 補助金交付団体数 件 *** *** 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

*** 1,235 1,250作付要望調査
作付要望調査を行って､ＪＡ等に出荷する農家
の作付ニーズを把握。

作付要望調査提出件
数

筆 ***

2,611

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 2 2

H31年度予算

対象（ 作付要望調査件数 0 0 1235 1250

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 2,611

101.21% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

*** 95 95

*** *** 94.65
1 水稲作付達成率

水稲作付面積/作付目安（熊本県提示）
×100

％
***

2

＊成果未達成時の理由 生産調整の自主的取組へ移行した事が農家に浸透していなかったため､不作付地への主食用米の作付拡大に繋がらなかった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

平成３０年度より始まった事業のため、前回のふりかえり無し。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

　作付意向調査の提出率を上げていく取組をJAと連携して行って作付けニーズの把握をより正確なものとし、米作付の周知を
徹底と需要に応じた米作の推進により、米の作付目安どおりの米作付となるようにする。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
米の生産調整が自主的取組とされたところだが、引き続き、市地域農業再生協議会における水田フル
活用ビジョンに基づき地域水田農業の収益力を高めることで、農家所得の向上を図ることとする。

評価責任者

前田竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 9 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 経営所得安定対策推進事業（直接支払推進事業）
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 緒方　聡美

事務事業コード 311-12 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 経営所得安定対策関連　要綱・要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

地域農業の高齢化、担い手不足などの問題に対応するため、諸外国との生産条件の格差から生ずる不利を補正す
る必要がある。また、食料自給率・食料自給力の維持向上を図るために麦・大豆をはじめとする国の戦略作物による
水田のフル活用が必要となる。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

販売目的で生産（耕作）する販売農家・集落営農

意図
（どのような状態にしたいか）

販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物を対象に、その差額を交付することにより、農業経営の安定と国内
生産力の確保を図る。また、販売目的で国の戦略作物を中心とした転作作物の作付面積に交付し水田のフル活用を
図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ24 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【 地域農業再生協議会

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

食料自給率の向上を目的として、食生活上重要な農産物を生産する農
家に対して、恒常的なコスト割れ部分を補償するため、国から農産物を
生産する農家に直接交付金が支払われる。そのために転作作物の確
認等を行い、交付金がスムーズに農業者に支払われるよう事務を行
う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 経営所得安定対策推進事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 11,362 11,291 10,276 10,741 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 11,362 11,291 10,276 10,741 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 3.80 3.30 2.40 2.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 22,515

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

19,457 14,150 14,150

合　　　　　計 33,877 30,748 24,426 24,891

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

経営所得安定対策推進事
業

地域農業再生協議会を開催し生産数量目標の
検討・算定等を行う。

協議会開催回数（事務打合せ４
回、幹事会、総会） 回 11 11 6 6

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

24,891

対象１単位あたりのコスト（千円） 15 15 24 25

H31年度予算

対象（ 販売農家・集落営農加入者数 2279 2083 1029 1000

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 33,877 30,748 24,426

95.37% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.70% （↑） 62.19% （↓）

2,200 2,100 1,000

2,279 2,083 1,029
1 経営所得安定対策加入者数 制度加入者の人数 人

2,200

100 100 100

98 96 94
2 生産数量目標達成率 設定した生産数量目標の達成率 ％

100

＊成果未達成時の理由
制度加入者数については米の直接支払交付金が廃止された事で、米のみ作付者による申請が無くなったため減少した。生産数量
目標達成率については、生産調整の自主的取組へ移行した事が農家に浸透していなかったので、不作付地への主食用米の作付

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

方針作成者への情報提供はできるだけメールを使用し印刷枚数の軽減を図った。平成30年から自主的生産調整が始まり、現
地確認用の立札は新規需要米に限り申請者へ配布を行った。そのため配布対象者が限定され、それに伴い作付計画書等の
印刷物の枚数が大幅に減少し費用軽減につながった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農事組合法人構成員の作付計画の収集をＪＡたまなの協力を得ながらより効率的に行い、転作受付やその後の水田システム
入力の省力化を図りたい。収入保険制度の開始に伴い麦や大豆の共済加入者が減っており、交付対象作物である麦・大豆の
現地確認が必要な筆数が今後増加していくことが予想される。ＪＡ等の播種前契約の情報提供を受け、効率的な筆情報の収
集および確認を進めていきたい。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

評価責任者

前田竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 13 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 鍋松原海岸施設管理・運営事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 宮田　正文

事務事業コード 311-13 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市岱明磯の里条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農林水産業の活性化を促進し、地域振興の拠点とするために熊本県との協定で鍋松原海岸に設置した「磯の里」を
適切に管理運営する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農林水産業者、施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

農水産物及びそれらの加工品等の展示、販売並びに情報受発信を行うことによって観光事業の推進及び地域の活
性化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・「磯の里」の管理運営を指定管理者に行わせる。
・鍋松原海岸の景観を維持するため、松喰い虫の防除及び伐採と清掃
を行う。

・磯の里の機能集約化及び民営化の検討、実施を行う。
⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 磯の里指定管理業務

② 磯の里維持管理業務

③ 松原海岸樹木等伐採事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 24 0 0 18 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 3,347 3,386 3,752 3,784 0

一般財源 3,323 3,386 3,752 3,766

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.41 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 1,185

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

2,417 590 590

合　　　　　計 4,532 5,803 4,342 4,374

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

■

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

磯の里指定管理業務
指定管理者により施設の維持
管理運営を行わせる。

営業日数 日 310 312 312 312

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1 1 1

松原海岸樹木等伐採事業
松原海岸一帯の清掃業務を地
元老人会へ委託する。

活動日数 日 53 52 51 52

磯の里維持管理業務
業者に委託し松喰い虫に侵された
松の伐採及び防除をする。

防除回数 回 1

4,374

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 1 0 0

H31年度予算

対象（ 磯の里利用者数 11725 10526 10890 13000

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 4,532 5,803 4,342

118.50% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 70.11% （↓） 138.27% （↑）

13,000 13,000 13,000

11,725 10,526 10,890
1 磯の里利用者数 レジ利用延べ人数 人

15,000

1,300,000 1,300,000 1,300,000

1,112,297 1,040,146 1,189,000
2 磯の里利用料金収入 委託販売（売上－仕入） 円

1,524,000

＊成果未達成時の理由 利用者数については、気象条件による影響が大きく、繁忙期、特にＧＷ以外の売上額の効果に繋がっていない。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

集客増と売上アップを図るため、潮湯との合同イベントや食事提供、合宿者向けにバーベキュー等の提供を行った。また、潮
湯への集約化について、民間団体主催の相談会への参加や指定管理者及び庁内関係部署と、集約場所や集約必要面積等
の協議を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

気象条件や季節に集客及び売上が影響されるため、指定管理者の自助努力の改善には限界がある。今後は、磯の里の経常
赤字を縮小させるため、関係機関との協議及び調整や出荷団体である磯の里会等に説明会を開催し、潮湯への集約を図って
いく必要がある。また、庁内複数課による施設等管理の区分見直しについて検討する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
磯の里の管理運営は抜本的な改善に向け内容の具現化を急ぐべき喫緊の課題であり、施設関係先と
の十分な協議の上に合意の形成を図ることとする。また、鍋松原海岸における不明確な管理区分につ
いて設置目的や背景等を踏まえ改めて管理部署を決定する。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 林業振興事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 松村一成

事務事業コード 314-1 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （４）森林の多面的活用と整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 森林法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

熊本県森林・林業・木材産業基本計画の3つの視点である、森を育む・森を活かす・森と親しむに沿って事業を推進す
る。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、企業他

意図
（どのような状態にしたいか）

林業の発展及び振興を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
・菌床栽培や竹搾液生産者を調査する。
・林業振興団体へ負担金を交付して林業振興を支援する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 特用林産物生産調査業務

② 林業振興関係団体負担金事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 15 15 15 15 0

一般財源 15 15 15 15

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.17 0.34 0.39 0.39

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 1,007

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

2,005 2,299 2,299

合　　　　　計 1,022 2,020 2,314 2,314

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】
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【11】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

特用林産物生産調査業務
菌床栽培や竹搾液生産者を調
査

調査生産者数 件 3 3 3 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

2 1 1
林業振興関係団体負担金
事業

負担金を支出して林業振興を
支援する。

負担金支出団体数 団体 2

2,314

対象１単位あたりのコスト（千円） 341 673 771 771

H31年度予算

対象（ 調査対象者 3 3 3 3

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 1,022 2,020 2,314

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 50.59% （↓） 87.29% （↓）

200 200 200

240 234 231
1 菌床栽培生産量 シイタケ・エノキの生産量 ｔ

200

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

協議会が統合されさらなる林業振興を推進するための改善がなされた。また特用林産物の生産量調査を行い現状の把握に
努めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も、特用林産物の生産量把握に努める。また林業の振興を図るため、協議会等に加入し林業振興団体への負担金を交
付しているため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
森林環境税及び森林環境譲与税が導入され、より一層森林整備の必要性が増していることから、引き
続き関係団体との連携強化により林業振興を図ることとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 林道事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 森川　敬太

事務事業コード 314-2 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （４）森林の多面的活用と整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市林道管理条例、森林法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

市民と森林との関わりを深めたり、森林の保全を行うための作業道としての機能や役割を有する林道は、通行者がい
つでも安全で安心して通行できるように、管理者である市による維持管理が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

林道の通行者

意図
（どのような状態にしたいか）

既存林道の点検パトロールや補修等の適正な維持管理により、通行上の安全を確保する

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・市管理林道を占有する者に対する許認可行為
・民間事業者への業務委託等による林道の維持管理
・台帳システムでの林道現況値の把握・管理
・県所管の林道関係団体への林道整備事業負担金

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 林道占用許可業務

② 林道維持管理業務

③ 林道整備関係団体負担金事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 1,571 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 6,089 4,793 6,306 16,458 0

一般財源 6,089 4,793 6,306 14,887

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.35 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 1,185

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

2,064 2,358 2,358

合　　　　　計 7,274 6,857 8,664 18,816

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

林道占用許可業務
申請書の提出を受け、占用料
を徴収し許可する。

申請許可件数 件 4 4 4 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1 3 2

林道整備関係団体負担金
事業

負担金を支出し、林道整備を促
進する。

負担金支出団体数 団体 1 1 1 1

林道維持管理業務
維持管理活動や修繕により維
持管理する。

修繕箇所数 箇所 3

18,816

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,819 1,714 2,166 4,704

H31年度予算

対象（ 占用申請者数 4 4 4 4

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 7,274 6,857 8,664

46.05% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 106.08% （↑） 79.14% （↓）

0 0 0

0 0 0
1 事故発生件数 林道通行上の事故、負傷等件数 件

0

*** 18 0

*** *** 18
2 管理林道ガードレール改修（ｍ）

劣化・腐食が進んだ木製ガードレール
の改修延長

ｍ
***

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

一般交通の用に供する道であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

維持管理の成果が事故発生件数０件に現れている。腐食していた木製ガードレールも更新され、今後も適正な維持管理を行
う。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

林道の維持管理や占用許可など継続的に必要なため、今後も現状のまま継続する。また、東部小岱山線に架かる橋梁6橋に
ついて点検診断を行う必要があるため、次年度行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
森林基幹道の林道東部小岱名山線については、老朽化した木製防護柵や剥離した林道区画線の復
旧等により安全性が向上したように、、防護柵、橋梁、路面・路肩等の日常からの安全点検に努め、事
故等の早期予防を図ることとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】
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【２５】

【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 鳥獣被害対策事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 杉森　慶一朗

事務事業コード 311-14 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 市有害獣被害防護施設整備事業補助金交付要綱等 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名地域広域鳥獣被害防止計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

近年、「鳥獣」とりわけイノシシによる農作物の被害が中山間地帯を中心に深刻化している。被害状況を見ると、水稲
や温州みかん等の果樹を中心に被害が発生しており、特に収穫直前の被害が多く農業生産意欲の減退や耕作放棄
地の増加をも招いているため、被害発生を防止する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、農業者、水産業者

意図
（どのような状態にしたいか）

有害鳥獣による農作物及び水産物被害を減少させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・有害鳥獣捕獲許可（申請書を受け、捕獲を許可する。）
・有害獣被害防護施設整備事業（防護施設を購入に対し、補助金を交
付する。）
・有害鳥獣被害対策業務（年間を通した有害鳥獣の捕獲を委託）
・市鳥獣被害防止対策協議会業務（対策検討会議を開催、猟具の貸与
業務）
・有害獣猟具管理業務（有害鳥獣の捕獲活動用に貸与業務）

⇒

事務事業を構成する細事業（　8　）本

① 有害鳥獣捕獲許可業務

② 有害獣被害防護施設整備事業

③ 有害鳥獣被害対策業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 640 620 292 5,718 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 1,753 1,949 1,371 2,000 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 11,592 13,899 13,337 16,375 0

一般財源 9,199 11,330 11,674 8,657

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.80 0.90 1.40 0.90

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 4,740

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

5,306 8,254 5,306

合　　　　　計 16,332 19,205 21,591 21,681

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

有害鳥獣捕獲許可業務
申請書の提出を受け、捕獲を
許可する。

許可件数 件 52 61 76 75

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

49 52 50

有害鳥獣被害対策業務
年間を通した有害鳥獣の捕獲
を委託する。

委託期間 日 365 365 365 365

有害獣被害防護施設整備
事業

防護施設を購入に対し、補助
金を交付する。

補助金交付件数 件 45

21,681

対象１単位あたりのコスト（千円） 22 17 18 19

H31年度予算

対象（ 有害鳥獣捕獲数 753 1146 1174 1150

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 16,332 19,205 21,591

97.55% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 129.42% （↑） 91.12% （↓）

15,000 15,000 15000

15,052 17,404 18489
1 防護施設整備延長 申請された防護施設総延長 ｍ

15,000

600 800 1150

753 1,146 1174
2 有害鳥獣捕獲頭数 有害獣（イノシシ）の捕獲頭数 頭

600

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

対策に対して影響する範囲が明確でない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

イノシシ捕獲における現場確認作業の実施に向けて、捕獲従事者向けに説明会を実施し、現場確認者を捕獲従事者から募
集するなどした。また合わせて実施隊員の規約の変更や取り組みに向けて予算編成の準備を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

イノシシ捕獲における現場確認作業について、当初の想定より確認作業が多く、人員が不足したりすることが考えられるため、
定期的に捕獲従事者と現場確認者双方から聞き取りを行う。またそれにかかる費用についても必要があれば、現場確認者の
負担等を考慮し見直しを行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
実施隊員による現地での捕獲確認業務については、本年度の状況を見て必要な改善を次年度以降に
加えることとする。また捕獲隊や予備隊による有害獣の捕獲時における安全対策について、猟友会等
関係団体と連携することで更なる安全意識の向上を図ることとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 森林保全事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 松村　一成

事務事業コード 314-3 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （４）森林の多面的活用と整備

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 森林法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 県森林・林業・木材産業基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

無秩序な森林の伐採や開発は、森林の荒廃を招き、山崩れや風水害による災害を発生させる原因となり、森林の造
成には超長期の年月を要することから一旦このような状態になってから森林の機能を回復することは容易ではない。
そのため長期的な視点に立った計画的かつ適切な森林の取り扱いを推進することが必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、森林所有者、森林組合

意図
（どのような状態にしたいか）

緑化意識の啓発や自然公園及び森林資源の保全を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・針広混交林促進事業普及業務（三者協定のもと森林間伐等を実施）
・林地開発許可(変更)申請に関する意見聴取業務(開発に関する意見
照会）

・林地台帳システム維持管理
・自然公園環境保全活動事業（維持管理・清掃活動）
・伐採及び造林届出業務（指導・助言）
・緑化推進事業（市みどり推進協議会の活動）

⇒

事務事業を構成する細事業（　9　）本

① 針広混交林化促進事業普及業務

② 林地開発許可（変更）申請に関する意見聴取業務

③ 伐採及び造林届け出業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 314 259 300 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 516 1,090 1,374 1,525 0

一般財源 516 776 1,115 1,225

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.56 0.10 0.46 0.46

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 3,318

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

590 2,712 2,712

合　　　　　計 3,834 1,680 4,086 4,237

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

■

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

針広混交林化促進事業普
及業務

希望者を募集し、地権者・市・森林組合の三者
協定のもと森林間伐等を実施する。 応募件数 件 0 0 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1 1 1

伐採及び造林届け出業務
届出書の提出を受け、指導・助
言を行う

指導助言数 件 15 5 1 5

林地開発許可（変更）申請に
関する意見聴取業務

開発に関する意見照会 意見照会件数 件 0

4,237

対象１単位あたりのコスト（千円） 3,834 1,680 4,086 4,237

H31年度予算

対象（ 申請届出等回数 1 1 1 1

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 3,834 1,680 4,086

96.44% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 228.21% （↑） 41.12% （↓）

0 0 0

0 0 0
1 森林間伐等の実施面積 森林間伐等の実施面積 ha

0

2,575 2,575 2,575

2,575 2,575 2,575
2 森林面積 森林面積 ha

2,575

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

H28年度の森林改正法により林地台帳の整備が義務付けられた。その為森林保全等を目的とした森林台帳を整備した。又、
平成31年度4月より実施される森林環境贈与税に関し事業の計画や基金受け入れの準備を行い森林法等関係法令に基づき
適切に実施している。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
a

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

無秩序な森林伐採の防止や森林資源の保全は、継続的に行われるものであり今後も現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
造成した基金に積み立てた森林環境譲与税の有効利用により、将来にわたり持続可能な森林環境の
保全及び整備を図ることとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名） （仮称）森林環境譲与税活用事業

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 土地改良事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 德永優貴

事務事業コード 312-3 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 土地改良法、玉名市土地改良事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

玉名市の多くは菊池川流域の平坦地で形成され、農業用排水路の多くは土水路のままである。そのため、大雨時な
どには農用地の一部が湿田化し、機械作業・施設園芸の湛水等にも多大な労力を要することになり、営農活動に支
障を来たしているため、改善する事を市に求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家

意図
（どのような状態にしたいか）

土地改良施設を改善することにより湛水被害等を防ぎ、農作業の効率化や低コスト化を図り、生産性の高い農地を創
出する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・負担金を支出して、排水路、農道の維持管理を行う。
・市土地改良区加入地区以外の排水路等の維持管理を行う。
・排水路、農道の大規模改良工事を行う。
・玉名平野地区湛水防除促進期成会に負担金を支出し、排水機、樋
門、排水路等の新設、改修、更新を行う。
・市土地改良区域内の排水路等の維持管理費用の補助を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① 玉名市土地改良区補助金事業

② 土地改良事業（機械借り上げ、原材料費、修繕料）

③ 土地改良事業（工事費）

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 230,947 221,624 186,295 207,094 0

一般財源 230,947 221,624 186,295 207,094

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.75 1.45 1.48 1.48

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 4,444

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

8,549 8,726 8,726

合　　　　　計 235,391 230,173 195,021 215,820

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

玉名市土地改良区補助金
事業

 市から玉名市土地改良区へ運営管理費・事業
費・施設整備費を補助する。

8：2事業、7：3事業箇所
数

箇所 19 19 21 20

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

29 34 40

土地改良事業（工事費）
農業基盤の強化ため排水路、農道
の大規模改良工事を行う。

改良延長 ｍ 1505 854.3 231.4 262.0

土地改良事業（機械借り上
げ、原材料費、修繕料）

玉名市土地改良区の管理範囲以外の農業用
施設の維持管理を実施する。 維持管理箇所数 箇所 56

215,820

対象１単位あたりのコスト（千円） 67 65 55 61

H31年度予算

対象（ 農家数 3527 3527 3527 3527

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 235,391 230,173 195,021

90.36% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 102.27% （↑） 118.02% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 排水路等整備率 累計延長／全体計画延長×100 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

公共性が高く、営農者のみに負担を求められないため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

地元からの要望に基づく事業の公共性、緊急性、費用対効果の勘案を十分行い、事業を実施することができた。
土地改良施設の長寿命化計画の策定については、長寿命化施設を管理するための台帳のシステム整備に係る費用が膨大になるおそれがあり、平成30年度においては
特段検討は行っていない。また、特に土地改良事業で施工する比較的規模の小さな排水路等については、長寿命化施設としての管理が難しく、起債の優遇措置はある
ものの、今後についても長寿命化計画の策定は予定していない。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉名市の基幹産業である農業にとって、水路や農道といった基盤施設の維持管理は大変重要である。農業農村整備事業や
多面的機能支払交付金事業を活用した整備と同時に玉名市単独での維持管理を行う必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
排水路整備において、補助事業分については、予定どおり事業促進ができたが、補助事業の対象とな
らない農道、排水路等の整備、補修など、緊急性や事業効果など優先順位をを付け業務を遂行した
が、地元要望に対応しきれない状況のため、今後は予算増額して対応する必要がある。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農業農村整備推進交付金特認事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 松下　奈央

事務事業コード 312-4 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県農業農村整備推進交付金交付要項・実施要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

玉名市の多くは菊池川流域の平坦地で形成され、農業用排水路は多くは土水路のままである。そのため、大雨時な
どには農用地の一部が湿田化し、機械作業・施設園芸の湛水等にも多大な労力を要することになり、営農活動に支
障を来たしているため、改善する事を市に求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家

意図
（どのような状態にしたいか）

排水路については、更に地下水位を下げる必要があるので排水路の法面を整備し、農道については、農作物の荷傷
み或いは防塵のための舗装等、農村地域の生産基盤を整備することで、生産性や汎用性を向上させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H22 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
農業農村整備推進に係る推進計画を作成し、それに基づき国庫補助
の対象とならない小規模事業を実施する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 横島地区農業農村整備推進交付金特任事業

② 農業農村整備交付金特任事業（玉名平野土地改良区）

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.02 0.10 0.05 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 119

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

590 295 295

合　　　　　計 119 590 295 295

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

■

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

横島地区農業農村整備推
進交付金特任事業

横島地区の排水機場ポンプ修繕
工事に対して補助金を支出

補助金交付件数 件 0 0 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

0 0 0
農業農村整備交付金特任事業（玉名平
野土地改良区）

玉名平野幹線排水路防護柵工事
に対して補助金を支出

補助金交付件数 件 0

295

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

H31年度予算

対象（ 農家数 3527 3527 3527 3527

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 119 590 295

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 20.17% （↓） 200.00% （↑）

0 0 0

0 0 0
1 農業基盤施設整備等箇所数

特認事業で整備等を行った農業基盤施設
(排水路及びﾎﾟﾝﾌﾟ修繕)箇所数

箇所
0

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農業生産基盤の整備を推進する有効な県補助事業であるため、現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
平成26年度以降事業を実施していないが、突発的な事故に対し、農業水利施設等の農業生産基盤の
整備をするうえで必要である

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 10

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 国営造成施設管理事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 德永優貴

事務事業コード 311-16 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 国営造成施設管理体制整備促進事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

国営事業で造成した農業水利施設は農業生産面での役割だけでなく水資源の涵養や洪水防止などの多面的機能を有しており、
近年の都市化、混住化の進展にともない、その多面的機能を享受している地域住民が増加している。この様な中で農業を取り巻く
環境は厳しく農家だけでこれら多面的機能を維持していくことは困難であり、今後、それらの機能の重要性を考えると積極的な支
援が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設を使用する農業者及び周辺住民

意図
（どのような状態にしたいか）

農業環境及び生活環境の維持、改善を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

国営で造成された施設の多面的機能に相当する費用及び、予防的な
保全対策の実施に要する費用に対し補助を行うことにより、国営造成
施設を管理する土地改良区の管理体制の整備や強化を図る。（用水路
及び排水機場、排水樋門）
多面的機能を発揮する事業費の37.5％を補助する事業で、支援事業
（補助金）と推進事業（委託料）とからなる。
『第1期』 H12年度～16年度
『第2期』 H17年度～21年度
『第3期』 H22年度～29年度

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 国営造成施設管理体制整備推進事業

② 国営造成施設管理体制整備支援事業

③ 横島干拓排水機場維持管理事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 5,158 4,810 4,625 4,729 0

県支出金 2,079 1,938 1,864 1,905 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 18,570 16,498 16,603 17,859 0

一般財源 11,333 9,750 10,114 11,225

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.28 0.25 0.15 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 7,584

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

1,474 884 884

合　　　　　計 26,154 17,972 17,487 18,743

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

国営造成施設管理体制整
備推進事業

委託により排水機場、樋門、幹線水路を維持
管理し各施設の保全を確保する。 委託件数 件 2 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

2 2 2

横島干拓排水機場維持管
理事業

補助金を交付することにより排水機場の維持
管理を支援する。 補助金交付団体数 団体 1 1 1 1

国営造成施設管理体制整
備支援事業

補助金を支出すりことにより排水機場、樋門、
幹線水路の維持管理を支援する。 補助金交付団体数 団体 2

18,743

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

H31年度予算

対象（ 市民 67577 67242 66850 66319

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 26,154 17,972 17,487

92.56% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 144.81% （↑） 102.17% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 事故なく機能を発揮した施設の割合

（施設数－緊急修理施設数）／総施設
数×100

％
100

2 2 2

2 2 2
2 管理協定の締結数 管理協定を締結している団体数 団体

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

事業費に対して自己負担があるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

玉名市民参画については、両土地改良区との連携を図り、非農家への働きかけなどを行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農業生産面だけでなく、洪水防止などの多面的機能を有する農業水利施設の維持管理は重要な事業であるため、現状のま
ま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 国営造成施設（排水機場等）の老朽化が深刻化しており、施設の長寿命化を図るため必要である。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 土地改良施設適正化事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 德永　優貴

事務事業コード 312-11 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農村地域の都市化・混住化及び社会的経済的諸条件の変化に伴い、土地改良施設の公共的な機能が増大してい
る。特に排水機場は地域を洪水から守る最終手段であり、防災面からみても重要な施設であるため計画的に整備す
る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業用水利施設、市民、農地

意図
（どのような状態にしたいか）

土地改良施設の機能保持と、台風や大雨による湛水被害の防止を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
排水機場設備については年次計画に基づき補修等を行い、施設の長
寿命化を図る。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 土地改良施設適正化事業

② 土地改良施設適正化事業負担金支出業務

③ 土地改良施設適正化事業（Ｈ29繰）

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 30,420 17,730 24,840 16,440 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 42,638 29,969 51,089 36,755 0

一般財源 12,218 12,239 26,249 20,315

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.40 0.35 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 889

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

2,358 2,064 2,064

合　　　　　計 43,527 32,327 53,153 38,819

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

土地改良施設適正化事業

耐用年数を超えた排水機場について、年次計
画に基づき補修等を行い、台風や大雨による
湛水被害の防止や施設の長寿命化を図る。 補修・整備機場数 機場 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

6 5 6

土地改良施設適正化事業
（Ｈ29繰）

大開排水機場吐出管補修工事 補修工事件数 機場 － － 1 －

土地改良施設適正化事業
負担金支出業務

耐用年数を超えた排水機場について、年次計
画に基づき補修等を行い、台風や大雨による
湛水被害の防止や施設の長寿命化を図るた
め、各排水機場の施設整備に係る費用のうち、

負担金支出に係る排
水機場数

機場 4

38,819

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 0 1 1

H31年度予算

対象（ 市民 67577 67242 66850 66319

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 43,527 32,327 53,153

135.84% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 133.98% （↑） 60.46% （↓）

0 0 0

0 0 0
1 排水機場稼働不能回数 排水機場が稼働不能になった回数 回

0

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益地の特定が困難なため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

計画的な補修を行うことで、施設の機能維持を図る事業であるため、現状のまま継続する。ただし、国県の採択条件等が厳し
くなり、計画の遅れが見込まれるため、協議が必要となる。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

市内２７の排水機場のうち、稼働年数が３０年以上を経過している機場が１７機場あり、老朽化による排
水機能の低下など、機場の更新が課題となっている状況の中、土地改良施設適正化事業は年次計画
に基づき計画的に補修工事を行っているため、施設の長寿命化を図るためも本事業は必要と考えてい
る。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

□ ■

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 18

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 海岸樋門等維持管理事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 德永優貴

事務事業コード 312-12 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農林水産省所管の海岸保全地域で、県管理海岸内にある海岸保全区域において、高潮・波浪或いは、地盤の変動に
よる被害から海岸を保護し、国土の保全に資することを目的として整備された堤防や排水樋門等の海岸保全施設周
辺の維持管理を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

後背地の農用地及び住民の生命・財産を守る為に整備された海岸保全施設周辺の維持管理を行うことにより、台風
や高潮等に備える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

海岸保全施設である海岸堤防に繁茂する雑草・投棄されたゴミ・異物
等の除去を行う。（年2回）

横　島　1,700㎡　　高　道　8,250㎡ 　　小　白　4,000㎡
共　和　1,950㎡　　大　相　2,800㎡　　鍋地区　1,100㎡

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 海岸樋門等維持管理事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,356 1,075 902 1,437 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,356 1,075 902 1,437 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.05 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 889

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

295 590 590

合　　　　　計 2,245 1,370 1,492 2,027

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

海岸樋門等維持管理事業 堤防周辺の除草・清掃を行う。 除草・清掃回数 回 2 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

2,027

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

H31年度予算

対象（ 市民 67577 67242 66850 66319

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 2,245 1,370 1,492

73.04% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 163.08% （↑） 91.26% （↓）

40640 40640 40640

51238 40640 40640
1 堤防周辺の除草・清掃面積 堤防周辺の除草・清掃面積 ㎡

58720

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

県からの受託事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

計画的に海岸保全施設周辺の維持管理を行うことにより、海岸保全施設の適切な機能の発揮につなげる事業であるため、現
状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
この事業の財源は県支出金がであり、海岸堤防の維持管理及び環境等に関する地元の関心度を高め
るうえで必要な事業である。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 19

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 多面的機能支払交付金事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 溝口　英

事務事業コード 312-13 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 多面的機能支払交付金実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農地や農業用施設などの資源は、今後、後継者不足によって高齢化や、非農家の増加により適切な保全管理が困難
になることが予想されることから、保全管理について地域共同の取り組みを進めていく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農村集落を中心とした農業者、農地、農業用施設

意図
（どのような状態にしたいか）

農地、農業施設等の資源の保全管理と農村環境の保全向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H19 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

・農地・農業用施設の保全管理や農村環境の保全向上のため、補助金
を交付することによって共同作業を支援する。
・適正に活動されているかの確認作業をする。
・毎年地区の農用地面積に応じて国、県、市を通じ、活動組織へ交付さ
れる。
・負担割合：国50%、県25%、市25%

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 多面的機能支払交付金事業（農地維持支払）

② 多面的機能支払交付金事業（資源向上支払）

③ 多面的機能支払交付金事業（資源向上・長寿命化）

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 128,873 127,015 119,926 129,669 0

県支出金 63,848 62,958 59,121 63,878 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 1,749 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 259,040 271,508 238,821 258,245 0

一般財源 66,319 79,786 59,774 64,698

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.20 0.95 0.90 0.90

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 7,110

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,234 1,223 1,241 1,260

5,601 5,306 5,306

合　　　　　計 266,150 277,109 244,127 263,551

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

多面的機能支払交付金事業
（農地維持支払）

水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資
源の基礎的保全活動などの共同活動に対して
交付金を交付する。

交付団体数 団体 36 34 21 17

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

29 16 13

多面的機能支払交付金事業
（資源向上・長寿命化）

水路の整備や農道の舗装などの施設の長寿
命化のための活動に対して交付金を交付す
る。

交付団体数 団体 24 24 13 10

多面的機能支払交付金事業
（資源向上支払）

水路、農道等の軽微な補修や植栽による景観
形成等の共同活動に対して交付金を交付す
る。

交付団体数 団体 30

263,551

対象１単位あたりのコスト（千円） 75 79 69 75

H31年度予算

対象（ 農家数 3527 3527 3527 3527

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 266,150 277,109 244,127

92.63% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 96.05% （↓） 113.51% （↑）

1650 1650 1650

1620 1650 1650
1 保全活動延べ日数 保全活動の延べ日数 日

1620

100 100 100

100 100 100
2 道路及び用排水路の整備進捗率 実績事業費／計画事業費×100 ％

100

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

100％補助事業であるため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

組織広域化および新規地区の推進を図ることができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農道や排水路整備の要望が多い中、小規模の施設の整備を地域自らが主体となり整備を行い、農業施設の長寿命化を図る
有意義な事業であため継続が必要である。 また、未実施地区については取り組みを推進する必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
農道や排水路整備の要望が多い中、小規模の施設の整備を地域自らが主体となり整備を行い、農業
施設の長寿命化を図る有意義な事業であため継続が必要である。 また、未実施地区については取り
組みを推進する必要がある。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 22

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 団体営農業農村整備事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 松下　奈央

事務事業コード 312-15 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 農業基盤整備促進事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

我が国の農業は、農業従事者の減少や高齢化、農業所得の減少等、大変厳しい状況にある。このような状況の中、食料自給率の
向上を図るとともに、農業の有する多面的機能が将来にわたって発揮されるためには、担い手への農地集積の加速化や農業の高
付加価値化の推進等により、競争力ある「攻めの農業」を展開し、意欲ある農業者が農業を継続できる環境を整えることが必要で
ある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家

意図
（どのような状態にしたいか）

畦畔除去等による区画拡大や暗渠排水等の農地の整備、老朽施設の更新等の農業水利施設等の整備を地域の実
情に応じて実施し、生産効率の向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H24 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

①地域のニーズを踏まえた基盤整備による農業の競争力強化
　事業種類（補助率：50%）：農業用用排水施設、暗渠排水、土層改良、
区画整理、農作業道、農用地の保全
②整備済農地の高度利用を迅速・安価に図るための簡易な整備
　事業種類（定額助成）10万円/10ａ　※　工事概要　　A=218ha【H30暗
渠排水目標】

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 団体営農業農村整備事業（現年）

② 団体営農業農村整備事業（繰越）

③ 農地耕作条件改善事業（暗渠排水）

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 154,066 171,186 75,669 76,780 0

県支出金 4,739 21,318 22,701 21,498 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 51,986 0 0

0

小　　　　計 169,865 312,300 151,340 153,560 0

一般財源 11,060 67,810 52,970 55,282

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 1.15 0.65 0.65

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 3,555

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

6,780 3,832 3,832

合　　　　　計 173,420 319,080 155,172 157,392

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

団体営農業農村整備事業
（現年）

排水路を整備する。 排水路の整備延長 m 218.2 2013.1 294.49 1404.5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

0 1629.9 0

農地耕作条件改善事業
（暗渠排水）

暗渠排水管を整備する。 暗渠排水整備面積 ha 93.41 90.43 0 0

団体営農業農村整備事業
（繰越）

排水路を整備する。 排水路を整備延長 m 0

157,392

対象１単位あたりのコスト（千円） 49 90 44 45

H31年度予算

対象（ 農家数 3527 3527 3527 3527

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 173,420 319,080 155,172

98.59% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 54.35% （↓） 205.63% （↑）

3500 5400 6804

2952.8 3313.1 5237.5
1 排水路整備延長 排水路等の整備累計延長 ｍ

1300

499.8 499.8 499.8

391.38 481.69 481.69
2 暗渠排水等の整備面積 暗渠排水等の整備累計面積 ha

470

＊成果未達成時の理由 国庫補助採択が厳しさを増しているため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

公共性の高い排水路であるため負担すべき受益者の特定が困難。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

担い手農家への集積率アップのため、農林水産政策課との情報共有を推進し、事業を実施することができた。また、新規事業
実施にあたっては広報PRを行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農地における被害を軽減する上で大変有効な事業であるが、国の補助要件が厳しさを増す中で、担い手による農地集積に取
り組む耕作意欲がある地区に対して、事業を進めることで本事業を継続する。
また、事業の優先順位を厳しく選定し、効率的な工事を目指す。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
農業用施設の老朽化が深刻であり、地元の要望に対しての事業であるが、担い手による農地集積・集
約の計画が条件となり、営農に対しての取り組みが必要である。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 23

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 集落基盤整備事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 松下奈央

事務事業コード 312-16 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 土地改良法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 農村振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

幹線水路及びほ場整備等で対応している水路以外のほとんどが土水路で非常に水の流れが悪く、大雨ごとに湛水し
ている地区がある。このような状況の中で、イチゴやトマト等の施設園芸が営まれ、農産物の品質低下が農家を苦し
めている。また、農家の高齢化に伴い地元での維持管理不足や未整備の農道が多数存在しており、早期の整備が必
要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家・地域住民

意図
（どのような状態にしたいか）

排水路については、更に地下水位を下げる必要があるのでｺﾝｸﾘｰﾄ製品でﾗｲﾆﾝｸﾞを実施し、農道については、農作物
の荷傷み或いは防塵のための舗装等、農村地域の生産基盤や生活環境を整備することで、農業生産性の向上を図
る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 H24 年度～ H33 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

農道や排水路等の農業基盤を整備する。
元玉名　他14地区
排水路L=9,495m
農道L=1,650m（W=4.0m）
合計　L=11,145m
・受益面積　6,640ha

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 集落基盤整備事業（玉名）

②

③

0 13,300 0 0 233,300

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 28,200 20,000 25,000 143,750 380,000

県支出金 8,460 6,000 7,500 40,550 114,000

起債

H28年度決算 H29年度決算

8,295

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

26,005

小　　　　計 57,154 45,508 50,000 287,500 761,600

一般財源 20,494 6,208 17,500 103,200

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.85 0.50 0.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 2,074

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

5,012 2,948 2,948

合　　　　　計 59,228 50,520 52,948 290,448

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

集落基盤整備事業（玉名） 農業基盤施設を整備する。
排水路及び農道整備
延長

ｍ 539 401.7 809.1 5043.2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

290,448

対象１単位あたりのコスト（千円） 17 14 15 82

H31年度予算

対象（ 農家数 3527 3527 3527 3527

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 59,228 50,520 52,948

18.23% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 117.24% （↑） 95.41% （↓）

70 70 85

34 38 40
1 排水路及び農道整備率 累計延長／全体計画延長×100 ％

42

2

＊成果未達成時の理由 国庫補助採択が厳しさを増しているため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

事業の優先順位を選定することで効率的な工事を実施することが出来た。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

排水や農道などの農業生産基盤施設を整備する事で、農業生産性の向上に一定の効果が見込めるため継続して実施する必
要がある。
事業計画の見直しや、国補助の厳しさが増していることから、平成31年度以降の早急な事業完了を目指して取り組む必要が
ある。
また、事業の優先順位を厳しく選定し、効率的な工事を目指す。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
当事業は本市全域を対象に、事業効果が高い箇所について計画を策定し、農道や排水路等の施設を
総合的に整備するものであり、農業生産基盤整備（農道・排水路整備）に欠かすことの出来ない事業で
ある。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 15 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農業経営高度化支援事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 稲生　優一

事務事業コード 312-18 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 土地改良法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

経営体育成基盤整備事業地区内には、小規模農地が点在しているため、換地委員会で換地を行い、高度経営体へ
一定以上の農地集積を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

経営体育成基盤整備事業の対象となる事業者

意図
（どのような状態にしたいか）

経営体育成基盤整備事業が実施されている地区において、生産性の高い農地を高度経営体へ一定以上集積するこ
とを支援する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 H26 年度～ H34 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
換地委員会
①換地に関する委員会（扇崎・大野下）
②担い手への農地集積に関する委員会（扇崎・大野下）

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 農業経営高度化支援事業（扇﨑・大野下地区）

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 100 100 100 100 66,666

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

23,066

小　　　　計 200 200 200 200 89,732

一般財源 100 100 100 100

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.05 0.10 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 296

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

590 590 590

合　　　　　計 496 790 790 790

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

■

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

農業経営高度化支援事業（扇
﨑・大野下地区）

換地委員会を開催して、生産組織
へ利用集積を図る。

換地委員会の開催回
数

回 6 9 6 6

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

790

対象１単位あたりのコスト（千円） 10 15 15 15

H31年度予算

対象（ この事業の対象と成る事業者 52 52 52 52

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 496 790 790

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 62.78% （↓） 100.00% （→）

69 69 69

52 67 69
1 扇崎・大野下地区農地利用集積率

担い手への利用集積面積(ha)／農用地面積(ha)×100
※農地整備事業計画の認定農家等への農地集積率の目
標が68.5％となっている。

％
69

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者は事業完了後の土地改良賦課金により清算されるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地元と熊本県との連絡調整を図り、耕作者（担い手・営農組合の組織等）による高度経営体への農地集積を促すことを目的と
しており、事業完了年度まで現状のまま継続する必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
圃場整備事業により生産性の高い農地を高度経営体に集積させることにより、担い手による大規模農
業経営の確立が可能となる。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 1 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農業委員会運営業務
所管課 農業委員会事務局

作成者（担当者） 竹森　明徳

事務事業コード 313-6 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 農地法、農業委員会等に関する法律、農業委員会会議規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農作物価格の低迷による農業生産に対する熱意の低下、農業者の高齢化等により、農地の維持管理が困難になっ
てきている。又、農業に対する意識改革が必要になってきている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家（農業者）、農地法（第３条・４条・５条）許可申請者

意図
（どのような状態にしたいか）

農業委員会総会を開催し、所有権移転、賃借権設定等の審議をし、許認可事務を行い問題解決を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
期限内に受け付けた所有権移転や賃借権設定等を農業委員会総会で
審議するとともに、手続きが滞りなく行われるよう指導・助言を行ってい
る。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 農業委員会法等その他農地の運営管理に関する業務

② 農業委員会だより発行業務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 6,623 7,061 7,549 10,536 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 1,911 1,840 1,920 60 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 16,859 16,417 18,487 23,941 0

一般財源 8,325 7,516 9,018 13,345

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.25 1.15 0.85 0.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 7,406

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 1,288 4,130

6,780 5,012 5,012

合　　　　　計 24,265 23,197 23,499 28,953

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

農業委員会法等その他農地
の運営管理に関する業務

所有権移転等について審議する為
に農業委員会総会を開催

総会開催回数 回 12 12 13 12

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

25700 26000 26000
農業委員会だより発行業
務

年１回農業委員会業務について、
玉名市全戸に広報する。

発行部数 部数 25500

28,953

対象１単位あたりのコスト（千円） 7 7 7 8

H31年度予算

対象（ 農家（戸）[2017農林業センサス] 3527 3527 3527 3527

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 24,265 23,197 23,499

81.16% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 104.60% （↑） 98.71% （↓）

300 300 300

382 321 325
1 審議件数

農地法に基づく所有権移転、賃借権設
定等を審議した件数

件
300

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農業委員会等に関する法律第6条第1項に基づく業務であるため、今後も法令に則り適切に対応していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
法令を遵守し、業務に適切に対応していく。また、農業委員会だよりについては、市民に有益な情報を
発信できるよう内容の充実を図る。

評価責任者

小山　博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 1 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農業者年金事業
所管課 農業委員会事務局

作成者（担当者） 竹森　明徳

事務事業コード 313-7 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 独立行政法人農業者年金基金法、同法施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農業者年金への加入促進活動を行い、農業者年金基金の安定化を図り、それによる農業者の老後の生活安定及び
福祉の向上を図る。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者、農業者年金受給及び予定者

意図
（どのような状態にしたいか）

戸別訪問、説明会を開催して農業者年金への加入を促進し、農業者年金の適正な受給を図る。
農業者年金の受給等の手続きをスムーズに行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
農業者年金加入を促すために推進活動を行うと共に年金受給開始手
続事務や受給変更・停止などの手続事務を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 農業者年金加入推進事業

② 農業者年金受給者説明会業務

③ 農業者年金現況届業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 1,018 238 237 810 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,018 238 237 810 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.20 0.75 0.80 0.80

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 7,110

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

4,422 4,717 4,717

合　　　　　計 8,128 4,660 4,954 5,527

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

農業者年金加入推進事業
戸別訪問し加入促進して加入率を上げ、老後
の豊かな生活ができるようにする。 訪問件数 件 117 28 24 25

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1 1 1

農業者年金現況届業務
受給権を確認し、適正な受給に
つなげる。

受付人数 人 1297 1236 1166 1140

農業者年金受給者説明会
業務

説明会を開催して農業者年金をスムーズに受
給できるようにする。 開催件数 件 1

5,527

対象１単位あたりのコスト（千円） 2 1 1 1

H31年度予算

対象（ 農業者[2017農林業センサス] 4952 4952 4952 4952

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 8,128 4,660 4,954

89.63% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 174.42% （↑） 94.07% （↓）

14 14 14

36 13 16
1

農業者年金新規加入者数
a：通常加入、ｂ：政策支援加入

H30年代別加入者数　a：11人（50代 3人,40代 3人,30代 4
人,20代 1人）b：5人（30代4人,20代1人） 件

14

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

平成30年度は、農業委員及び農地利用最適化推進員が新体制となったため年金推進委員も新しくなり、研修会等に参加して
もらい農業者年金制度について理解を深めてもらった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

年金推進委員も2年目となるため、JAや職員等と一体となり年金加入目標数までの加入推進に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
農業者年金を適正に受給できるように、JAや農業委員（年金推進員）と連携し手続きや説明会を実施
する。

評価責任者

小山　博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 1 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 機構集積支援事業
所管課 農業委員会事務局

作成者（担当者） 竹森　明徳

事務事業コード 313-8 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 農業委員会等に関する法律、農地中間管理事業の推進に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農作物価格の低迷による農業生産に対する熱意の低下、農業者の高齢化、後継者不足等により、農地の維持管理
が困難になってきている。又、農業に対する意識改革が必要になってきている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

10a以上経営する農業者、耕作放棄地

意図
（どのような状態にしたいか）

耕作放棄地の所有者の意向調査を行い、規模拡大を希望する人に対象農地を斡旋し、耕作放棄地を解消することで
食糧自給率を向上させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ22 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容
耕作放棄地（遊休農地）の現地調査を行い、その所有者の意向を聞く。
その後、規模拡大を希望する人に対象農地の斡旋を行い、耕作放棄
地を解消していく。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 機構集積支援事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,909 1,732 1,351 1,351 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,909 1,935 1,889 2,452 0

一般財源 0 203 538 1,101

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.35 1.65 0.35 0.35

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 7,999

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 1,112 1,137 1,315

9,728 2,064 2,064

合　　　　　計 9,908 11,663 3,953 4,516

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

機構集積支援事業
耕作放棄地の調査を行い希望者に斡旋するこ
とにより耕作放棄地の解消に繋げる 意向調査面積 ha 39.3 6.9 3.3 5.0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

4,516

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

H31年度予算

対象（ 耕作放棄地面積（㎡） 2879024 2758824 2782600 2702600

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 9,908 11,663 3,953

85.03% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 81.32% （↓） 297.89% （↑）

3 10 8

2.4 5.9 14.0
1 耕作放棄地の解消面積 用途転換、非農地化面積 ha

5

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農地利用状況調査及び意向調査を行い、農業委員及び農地利用最適化推進委員と供に農地の斡旋を行う。また、荒廃農地
については非農地化に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
耕作可能な農地については、農業委員及び農地利用最適化推進委員と連携し農地の斡旋に努め、解
消不能の荒廃農地については非農地化をすすめ耕作放棄地の解消を図る。

評価責任者

小山　博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 7 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 農地中間管理事業
所管課 農業委員会事務局

作成者（担当者） 竹森　明徳

事務事業コード 313-9 実施 令和元年度(平成30年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 農地中間管理事業の推進に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

農作物価格の低迷による農業生産に対する熱意の低下、農業者の高齢化等により、農地の維持管理が困難になっ
てきている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

規模拡大を希望する農業者、農地移動適正化あっせん基準を満たす農業者

意図
（どのような状態にしたいか）

農地中間管理機構を通じて農地の売り渡しをすることにより農地の流動化を図る。また、農業の担い手の減少、耕作
放棄地の増加を防ぐために、経営感覚に優れた効率的かつ安定的な農業経営を育成するため、認定農業者の育成・
支援とこれらの活動による地域農業の担い手の確保及び農地の有効利用・保全活動等を一体的に行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H30年度決算 H31年度予算

事務事業の具体的内容

農地中間管理機構を通じての農地の売買による税制上の優遇措置を
利用し、農用地の有効利用、認定農業者、担い手等の規模拡大など効
率的で安定的な農業経営体を育成し、地域の農業担い手への利用集
積を促進する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 農地中間管理事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H28年度決算 H29年度決算

0

その他 38 39 42 39 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 38 46 43 55 0

一般財源 0 7 1 16

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.35 0.35 0.25 0.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,925 5,896 5,896 5,896

小　　　　計 7,999

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

2,064 1,474 1,474

合　　　　　計 8,037 2,110 1,517 1,529

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

□

□

■評価責任者記入欄■

H29実績 H30実績 H31計画

農地中間管理事業
農地中間管理機構の特例事業
等の受託業務

件数 件 10 13 12 15

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H28実績

1134 852 1090利用権設定等の斡旋 件数 件 1286

1,529

対象１単位あたりのコスト（千円） 8 2 1 1

H31年度予算

対象（ 認定農業者 1040 1048 1048 1048

H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算

投入コスト合計（千円） 8,037 2,110 1,517

99.22% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H28目標 H29目標 H30目標 H31目標

H28実績 H29実績 H30実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 383.83% （↑） 139.09% （↑）

20 20 70

77 75 86
1 契約件数 売買件数 件

20

300 300 250

463 399 250
2 集積面積

「農用地利用集積計画」を作成し、農業委員
会の承認を得て公告した面積

ha
250

＊成果未達成時の理由
担い手の多い地域、整備された農地や面積の広い農地は、ある程度集約されているため。
また、中山間地域や１筆の面積が狭い場合は集積面積が少なくなるため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農地中間管理機構及び農林水産政策課と連携を図り、今後も集積を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 関係機関との連携を図り、担い手への農地の集積に努める。

評価責任者

小山　博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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